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◆長年にわたり、税理士会員相談室における税理士の相談に回答してきた経験や
税理士研修会での質問をベースに200超の豊富な事例を丁寧に解説。相続
税・贈与税の理解が深まる、相続税増税・生前贈与対策の決定版！！

◆相続税の周辺知識や基礎知識の理解に始まり、具体的な課税・非課税財産の判
定、課税価格や税額の計算、その計算の前提となる各種特例の適用の可否、相
続財産の評価方法に至るまで、相続税実務のイロハを徹底解説！！

◆国税当局の質疑応答集に未掲載の事例について、①問題点を明確にするととも
に②法令への正しい理解、③特例等の適用判断ポイント等──をアドバイス！！

はじめにより
　本書は、月刊「税理」に平成６年１月から連載してきた“税金クイズ”
の中から一般の質疑応答集などに取り上げられていない相続税の
実務上の疑問や問題点を選択し、現在の法令に照らして、その解説
を著したものです。
　月刊「税理」に掲載した事例は、税理士会をはじめ全国の税理士
先生から研修会などで受けた質問や疑問について、その真意を確
認し、どのようなことに悩んだのか、解決できなかったことの原因はど
こにあるのか、法令の適用に当たって誤解はなかったのか、などを話
し合いの中で探り、検討し、その時点において解決点を見つけ出し
たものです。
　実務の中では、本書に掲載した事例は氷山の一角であり、またそ
の内容が難解なものも枚挙にいとまがないと思います。
　一つの疑問を法令の正しい適用と解釈により解決したことが、将

来への糧となり、更に新たな疑問に取り組む意欲をかきたてることに
つながっていくはずです。
　私たちは、一つの課税事案について、税法の理論だけではなく、
税のあり方、一人一人の納税者に対して公平であるかどうか、担税
力に見合った課税であるのか、さらに課税実務において納税者の理
解・納得を得られる解釈適用であったかなど、あらゆる視点からその
適用要件を検討して判断することが重要であることを認識し、その
姿勢で実務に対処していきたい。
　本書が、皆様の実務の中で一つでもお役に立ち、問題解決のヒン
トになることを願っております。
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